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○行田市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則 

平成21年３月31日規則第11号 

改正 

平成24年３月27日規則第３号 

平成28年２月26日規則第８号 

令和３年10月13日規則第110号 

行田市墓地等の経営の許可等に関する条例施行規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、行田市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成21年条例第７号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（経営者の基準の例外） 

第２条 条例第３条第１項ただし書の規則で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

(１) 字の区域その他市内の一定の区域に住所を有する者等のために設置された墓地（以下「共

同墓地」という。）を当該区域の地縁に基づいて形成された団体が永続的に経営しようとする

場合 

(２) 自己又は自己の親族のために設置された墓地を引き継いで経営しようとする場合 

(３) 災害の発生又は法律により土地を収用することができる事業（以下「公共事業」という。）

の実施に伴い、共同墓地及び自己又は自己の親族のために設置された墓地を移設して経営しよ

うとする場合 

（墓地の設置場所の基準となる施設） 

第３条 条例第４条第２号の規則で定める施設は、次に掲げる施設とする。 

(１) 都市公園法（昭和31年法律第79号）第２条第１項の都市公園 

(２) 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条の学校 

(３) 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第７条第１項の児童福祉施設 

(４) 医療法（昭和23年法律第205号）第１条の５に規定する病院及び診療所（患者を入院させる

ための施設を有するものに限る。） 

(５) 図書館法（昭和25年法律第118号）第２条第１項の図書館 

(６) 博物館法（昭和26年法律第285号）第２条第１項の博物館 

(７) 社会教育法（昭和24年法律第207号）第21条の公民館 

(８) 老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の３の老人福祉施設 
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(９) 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条第28項の介護老人保健施設 

(10) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第４条第１項の事務所、同法第155条第１項に規定する

支庁、地方事務所、支所及び出張所並びに同法第244条第１項の公の施設 

（墓地の施設の基準の例外） 

第４条 条例第５条ただし書の規則で定めるときは、次に掲げるときとする。 

(１) 条例第５条各号（第１号を除く。）に掲げる基準に適合し、緑地帯のない既存の墓地に接

し、又は緑地帯のない既存の墓地との一体性が認められる場所に墓地の区域を加える場合及び

災害の発生又は公共事業の実施により緑地帯のない既存の墓地を移転する場合であって、敷地

の境界に相応の高さの障壁又は生け垣等を設けるとき。 

(２) 条例第５条各号（第２号を除く。）に掲げる基準に適合し、既存の墓地に接して墓地の区

域を加えるとき。 

(３) 条例第５条各号（第３号を除く。）に掲げる基準に適合し、既存の墓地に接して墓地の区

域を加えるとき並びに災害の発生又は公共事業の実施により共同墓地及び自己又は自己の親族

のために設置された墓地を移転するとき。 

(４) 条例第５条第１号から第４号までに掲げる基準に適合し、既存の墓地に接し、又は既存の

墓地との一体性が認められる場所に墓地の区域を加えるとき並びに災害の発生又は公共事業の

実施により共同墓地及び自己又は自己の親族のために設置された墓地を移転するとき。 

（緑地帯） 

第５条 条例第５条第１号の規則で定める緑地帯は、次に掲げるものとする。 

(１) 墓地の敷地面積が1,000平方メートル未満である場合にあっては、幅員1.5メートル以上の

緑地帯 

(２) 墓地の敷地面積が1,000平方メートル以上2,000平方メートル未満である場合にあっては、

幅員２メートル以上の緑地帯 

(３) 墓地の敷地面積が2,000平方メートル以上3,000平方メートル未満である場合にあっては、

幅員３メートル以上の緑地帯 

(４) 墓地の敷地面積が3,000平方メートル以上である場合にあっては、幅員４メートル以上の緑

地帯 

（緑地） 

第６条 条例第５条第６号の規則で定める緑地は、墓地の区域の面積の20パーセント（緑地帯を含

む。）以上の面積の緑地とする。 
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（駐車場） 

第７条 条例第５条第７号の規則で定める駐車場は、周辺の路上駐車の防止等を考慮して適当と認

められる駐車面積を確保した駐車場とする。 

（変更許可の要件） 

第８条 墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号。以下「法」という。）第10条第２項に

規定する許可を要する墓地の区域の変更とは、変更前の墓地の区域と新たに墓地となる区域が一

体性を有するものと認められる場合であって、変更前の墓地の区域の面積と変更により新たに墓

地となる区域の面積の合計が、変更前の墓地の面積の２倍未満のもの又は墓地の区域の一部を廃

止するものをいう。 

２ 法第10条第２項に規定する許可を要する納骨堂又は火葬場の施設の変更とは、既に許可を受け

ている納骨堂又は火葬場の施設の一部を一体性を失うことなく変更するものをいう。 

（事前協議） 

第９条 条例第９条第２項の規定により協議書を提出するときは、墓地等経営（変更）計画協議書

（様式第１号）によるものとする。 

２ 前項の協議書には、次に掲げる書類（変更許可に係る場合にあっては、次に掲げる書類のうち

市長が指定するもの）を添付するものとする。 

(１) 墓地等の設置等の必要性を具体的に示す書類 

(２) 墓地等の設置場所の選定理由書及び規模等の根拠を示す書類 

(３) 墓地等の用地の造成等に関する計画書 

(４) 計画者が条例第３条第１項第２号又は第３号に規定する法人（以下「法人」という。）で

ある場合にあっては、当該法人の定款、寄附行為又は規則の写し及び登記事項証明書並びに墓

地等の設置等に係る意思決定した旨を証する書類 

(５) 墓地等の経営管理のための組織体制、維持管理方法、利用方法等に関する経営計画書 

(６) 資金計画書 

(７) 市長が指定する年度の貸借対照表及び収支計算書 

(８) 墓地使用契約書の案 

(９) 墓地及び納骨堂にあっては周囲100メートル、火葬場にあっては周囲300メートル以内の区

域の状況を明らかにした2,500分の１以上の縮尺の見取図 

(10) 墓地等を設置する場所が明示された図面 

(11) 墓地にあっては、その区域を明らかにした図面、墳墓の区画図並びに管理事務所、駐車場、
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便所、ごみ集積施設、給水設備、排水設備等の平面図及び配置図 

(12) 納骨堂又は火葬場にあっては、建物及びその附属施設の平面図、立面図及び配置図 

(13) 墓地等の敷地に係る土地の登記事項証明書、地積測量図及び公図の写し 

(14) その他市長が必要と認める書類 

３ 前項の協議書その他必要な書類の提出部数は、正本１通及び副本１通とする。 

（標識の設置方法等） 

第10条 条例第10条第１項の規定により標識を設置する場合は、墓地等設置計画のお知らせ（様式

第２号）によるものとし、条例第11条第１項に規定する説明会の開催の予定日の30日前の日から

条例第18条第２項の工事完了検査済証の交付を受ける日までの間、設置しなければならない。 

２ 条例第10条第２項の規定による届出は、標識設置届出書（様式第３号）に次に掲げる書類を添

付して行うものとする。 

(１) 標識を設置した場所が明示された図面 

(２) 標識の設置状況及び記載内容が分かる写真 

３ 標識は、風雨等のため容易に破損し、又は倒壊しないよう設置するとともに、記載事項が不鮮

明にならないよう維持管理しなければならない。 

４ 許可申請予定者は、第１項に規定する期間内に標識の記載内容に変更があったときは、遅滞な

く、当該記載内容を書き換えなければならない。 

（関係住民等） 

第11条 条例第11条第１項に規定する規則で定める関係住民等は次のとおりとする。 

(１) 墓地及び納骨堂にあっては、敷地の境界から100メートル以内の区域に居住する者及び当該

区域に土地又は建物を所有する者 

(２) 火葬場にあっては、敷地の境界から300メートル以内の区域に居住する者及び当該区域に土

地又は建物を所有する者 

(３) 市長が必要と認める個人又は団体 

２ 墓地等の変更許可については、市長が認める場合は、前項第１号及び第２号に規定する関係住

民等の範囲を、当該区域に居住する者及び当該墓地等の敷地に隣接する土地を所有する者とする

ことができる。 

（説明会の開催等） 

第12条 条例第11条第１項の規定により説明会を開催する場合は、許可申請予定者は、説明会を開

催する日の14日前までに、その旨を関係住民等に周知するものとする。 



5/26 

２ 前項の説明会において説明する事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 許可申請予定者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

(２) 墓地等の名称及び所在地 

(３) 墓地等の施設の概要 

(４) 墓地等の維持管理の方法 

(５) 工事着手予定日及び工事完了予定日 

(６) 工事の方法及び安全対策の概要 

(７) 条例第12条第１項の規定による意見の申出の方法及び期限 

３ 許可申請予定者は、計画の内容が500平方メートル未満の墓地の区域の拡張又は納骨堂若しくは

火葬場の施設の変更である場合であって市長が認めるときは、前項に掲げる事項を記載した書面

の配布をもって説明会に代えることができる。 

４ 条例第11条第２項の規定による報告は、墓地等計画説明会開催結果報告書（様式第４号）に、

次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

(１) 説明会で配布した資料又は前項の規定により配布した書面 

(２) 関係住民等の名簿及び説明を受けた関係住民等の名簿 

(３) 説明会の概要並びに関係住民等の意見及びその回答 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（協議内容の報告） 

第13条 条例第12条第２項の規定による報告は、協議内容報告書（様式第５号）に、次に掲げる書

類を添付して行うものとする。 

(１) 協議において使用した資料 

(２) 協議した関係住民等の氏名又は名称及び住所又は所在地 

(３) 協議の結果合意した事項がある場合は、当該合意した内容を記載した書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

（経営許可等の申請） 

第14条 条例第14条第１項の規定により申請する場合は、墓地等経営（変更）許可申請書（様式第

６号）に、次に掲げる書類を添付して行うものとする。 

(１) 第９条第２項に掲げる書類（変更許可に係る場合にあっては、同項に掲げる書類のうち市

長が指定するもの） 

(２) 申請者が地方公共団体である場合にあっては、墓地等の設置に係る議会の議決書の写し 
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(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 条例第14条第３項の規定により申請する場合は、墓地等廃止許可申請書（様式第７号）に、次

に掲げる書類を添付して行うものとする。 

(１) 墓地又は納骨堂にあっては、改葬報告書 

(２) 申請者が法人である場合にあっては、墓地等の廃止について意思決定をした旨を証する書

類 

(３) 申請者が地方公共団体である場合にあっては、墓地等の廃止に係る議会の議決書の写し 

３ 前２項に規定する申請書及び添付書類の提出部数は、それぞれ正本１通及び副本１通とする。 

（許可等の通知） 

第15条 条例第16条第１項の規定により通知する場合は、許可をしたときは墓地等経営（変更・廃

止）許可通知書（様式第８号）により、許可をしないときは墓地等経営（変更・廃止）不許可通

知書（様式第９号）により行うものとする。 

（工事着手の届出） 

第16条 条例第17条の規定による届出は、墓地等工事着手届（様式第10号）により行うものとする。 

（工事完了の届出） 

第17条 条例第18条第１項の規定による届出は、墓地等工事完了届（様式第11号）により行うもの

とする。 

（工事完了検査済証） 

第18条 条例第18条第２項の工事完了検査済証の様式は、墓地等工事完了検査済証（様式第12号）

とする。 

（みなし許可に係る届出） 

第19条 条例第19条の規定による届出は、墓地（火葬場）みなし許可届出書（様式第13号）により

行うものとする。 

（名称等の変更の届出） 

第20条 条例第20条の規則で定める事項は、次に掲げる事項とする。 

(１) 墓地等の名称 

(２) 墓地等の所在地の表示 

(３) 経営者の主たる事務所の所在地 

(４) 経営者の名称及び代表者の氏名 

(５) 墳墓の区画数（墓地の区域の変更を伴うものを除く。） 
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２ 条例第20条の規定による届出は、墓地等の名称等の変更届出書（様式第14号）により行うもの

とする。 

（氏名等の掲示） 

第21条 条例第21条第１号の規定による掲示は、様式第15号により行うものとする。 

（身分証明書） 

第22条 条例第22条第２項の証明書は、身分証明書（様式第16号）とする。 

（公表） 

第23条 条例第24条第１項の規定による公表は、次に掲げる事項について行うものとする。 

(１) 勧告に従わなかった法人の名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名 

(２) 勧告の内容 

(３) その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の公表は、行田市公告式条例（昭和25年条例第22号）に規定する掲示場への掲示その他市

長が適当と認める方法で行うものとする。 

（管理者の届出） 

第24条 法第12条の規定による届出は、墓地等管理者設置（変更）届（様式第17号）により行うも

のとする。 

（その他） 

第25条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成24年３月27日規則第３号） 

この規則は、平成24年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年２月26日規則第８号） 

この規則は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年10月13日規則第110号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に提出されているこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の規則の様式によるものとみな
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す。 

３ この規則の施行の際現にある旧様式により調製した用紙は、この規則の施行後においても当分

の間、所要の修正を加えて使用することができる。 

様式第１号（第９条関係） 
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様式第２号（第10条関係） 
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様式第３号（第10条関係） 
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様式第４号（第12条関係） 
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様式第５号（第13条関係） 
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様式第６号（第14条関係） 
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様式第７号（第14条関係） 

 



17/26 

様式第８号（第15条関係） 
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様式第９号（第15条関係） 
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様式第10号（第16条関係） 
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様式第11号（第17条関係） 
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様式第12号（第18条関係） 
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様式第13号（第19条関係） 
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様式第14号（第20条関係） 
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様式第15号（第21条関係） 
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様式第16号（第22条関係） 
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様式第17号（第24条関係） 

 


